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技術（工法）の概要
　In-Cap工法（Incremental　Capacity　Method　の略称）は、耐震補強が必要な橋梁等の杭基礎をよ
り小さな作業スペースで耐震補強するための工法です。

　橋梁の杭基礎等の基礎構造物は、地震後の交通路を確保する上で耐震補強の必要性が非常に高くなっていま
すが、従来の工法では仮設土留めにかかる範囲が大きく大がかりな工事となるため、耐震補強がなかなか進ん
でいないのが現状です。

図－１　施工状況比較（左；増し杭工法　右：In-Cap工法）

図－2　In-Cap工法　構造概要図

図－3　補強メカニズム

In-Cap工法増し杭工法

　本工法は、軟弱地盤上に建設されている橋梁の杭基礎、
中でも、都市内高架橋等の狭隘かつ上空制限のある厳
しい施工環境に対して、補強対象構造物や近接構造物
にほとんど影響を与えることなく施工が可能であり、
従来の工法では耐震補強が困難と考えられていた杭基
礎の耐震補強に用いることが出来ます。

　本工法は、以下に示す三つの要素で構成される補強
構造体と、既設杭基礎を一体化することにより耐震補
強を行います。

　●　既設杭基礎のフーチング近傍を取り囲む地中壁（鋼
　矢板）
　●　地中壁（鋼矢板）内部地盤の固化改良体（高圧噴射
　撹拌工法：セメント改良）
　●　既設フーチングと地中壁（鋼矢板）を一体化する増
　しフーチング

　この補強構造体によって、以下に示すメカニズムに
より既設橋脚杭基礎の地震時の耐力を向上させます。

　●　周辺地盤との接地面の増加に伴う前面抵抗及び周面
　摩擦抵抗の増大による水平・回転変位の低減
　●　変位の低減および固化改良体の拘束による杭体に作
　用する押し込み・引き抜き力と曲げモーメントの低減

　以上の低減効果が複合的に発揮され、所要の耐震性
能を確保します。
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技術審査の結果の概要
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　地中壁（鋼矢板）と固化改良（高圧噴射攪拌工法）とを併用した補強構造体により確実な橋梁杭基礎
の耐震補強が可能であること。

　基礎の水平・回転変位が低減し、橋梁杭基礎の地震時耐力が向上するこ
とを、以下に示す二点について、遠心載荷模型（１／５０縮小模型）を用
いた静的水平載荷実験により確認しました。

①載荷荷重（水平震度）に対する水平変位の低減（図－４）
②杭体に発生する応力の低減（図－５）

　また、実験結果に基づいて構築した二次元バネフレーム＋FEMによる数値解析モデル（設計に適用）により
補強効果を確認しました。

　狭隘かつ上空制限のある施工環境で、複雑な施工工程を要さずに確立された技術で施工が可能であること。

　狭隘かつ上空制限のある施工環境で、補強構造体の確実な構築が可能であることを、施工計画検討および実
施工により確認しました。
　施工計画検討においては、従来工法である増し杭工法と施工性の比較検討を行い、In-Cap工法は、より狭い
作業スペースで、しかも低い上空空間で施工可能で、施工工程もより簡単であることを確認しました（図－１）。
また、実施工により、確実な施工が可能であること、固化改良体が所要の品質を確保することを確認しました。
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図－6　In-Cap工法の施工手順

①地中壁工
（鋼矢板圧入工） ②固化改良工 ③増しフーチング工

（掘削・躯体構築工） ④復旧工

既設基礎フーチング近傍を所要
深度の地中壁で囲む。

地中壁内側フーチング直下部との間を高
圧噴射撹拌工法により固化改良する。
（必要に応じフーチングの削孔を行う）

地中壁内側をフーチング下端まで掘削し、
既設フーチングと地中壁を鉄筋コンク
リートで一体化する。

鋼矢板頭部を切断し、現地盤ま
で復旧する。
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技術（工法）の適用範囲 

技術（工法）の特徴 

 ●　補強構造体外寸は増しフーチング構築に最低限必要な範囲で済み、かつ、地中壁（鋼矢板）を仮設土留め壁として兼用でき 
　るので、施工時の占用範囲を小さくできます。 
    ●　三点式杭打機等の大型の施工機械が入らない狭隘かつ上空制限のある施工環境でも、小型軽量機械を用いるため、施工が可
能です。 

（１）固化改良体の配置型式の選定は、壁厚Dと壁スパンBcの比率D ／ Bc を１／２以上とす

ることを条件とします。また、既設構造物の要求性能に応じて適切な固化改良体配置型式

を選定する必要があります。 

（２）液状化が生じると判定される地盤で、地震時に期待できる地盤反力が設計上ゼロとなるよ

うな地盤に対しては、補強メカニズム上効果が発揮されにくいため、適用に留意が必要です。 

（３）固化改良体下面の地盤が液状化や圧密沈下の可能性があり、固化改良体の自重が付加鉛直

荷重として作用する懸念がある場合は、それを考慮した設計が必要です。 

（４）本工法の施工上の制約条件は、上空制限高さ3.5m以上で、補強構造体の固化改良対象部

分に被圧帯水層が存在しないこととします。 

　●　補強構造体の構築は、低騒音・低振動工法（鋼矢板工）や変位抑制工法（固化改良工）として確立された技術・工法を用いるの 
で、施工時に発生する、補強対象構造物や近接構造物および周辺地盤への騒音・振動・変位等の影響がほとんど生じません。 

   ●　鋼矢板圧入、固化改良および躯体構築は、確立された技術であるため確実に施工が出来ます。 
  ●　支持地盤の深さに依存しないため、支持層が深い場合、増し杭工法等と比較して工期的に有利となる可能性があります。 

１. 狭隘かつ上空制限のある施工環境に対応した施工が可能 

２. 補強対象構造物、近接構造物および周辺地盤への影響が小さい 

３. 確実な施工が可能 
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建設技術審査証明協議会　http://www.jacic.or.jp/sinsa/

株 式 会 社 　 白 石  
日 特 建 設 株 式 会 社  
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(D／Bc)≧(１／２)　 
ここで、Ｄ：壁厚　Bc：壁スパン 
（例：外周固化型ハンチタイプ） 

固化改良体の配置形式 

施工状況（左：鋼矢板圧入工　右：固化改良工） 噴射撹拌工法施工機 
（上空制限対応：3.5ｍ） 


